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（視　点）
　日本はશ国ϕースでも人口減少がݦ在化しており、10～15年の間に人口が減少したࢢொଜは
1,416（82.4％）に達した。日本経ࡁは中期的に人口減少などをөして低成が見込まれる。
地域金融機関においては、日本経ࡁが低成にとどまることで資金ध要が減少し、ି出が低
する可能性がある。また、人口流出がஶしい地域では、世帯の転出や資産の相続等で預金が域
外に流出し、将来的に金融機関が資金調達に支োをきたすとݒ೦する向きも多い。そこで本稿
では、金融機関のऩӹ基盤である預金とି出金が、人口や世帯等の社会・経ࡁ構の変化を通
じて、中期的にどのような推Ҡをたどるのかを、主に企業と家計部門の動向からలした。
（要　旨）
⃝�日本経ࡁは、人口の減少等に伴う労ಇ要Ҽがԡ下げѹ力となり、実質成率が15ˠ20年は
年率0.�％、20ˠ25年は0.7％、25ˠ30年は0.6％に低下するおそれがある。ࣦ業率は3％
半前後で推Ҡし、աڈの動向からはՁ上ঢ率は0.0～0.5％ఔ度になると見込まれる。

⃝�預金ྔは08～0�年ࠒから増加率が加し始めたが、主に金融機関の国࠴や地方࠴の保有など
の国・地公体向け信用の拡大が大きく寄与した。企業や家計の資活動が৻重化した一方、
国࠴増発等を伴うࡒ政出動を通じて資金が॥環し、預金ྔが増加したものと推ଌされる。

⃝�企業の資産構成をみると、有ݻܗ定資産や୨Է資産・ച上ݖ࠴等の流動資産の割合が低下す
る一方、ւ外ࢠ会社のࣜג等である資有Ձ証݊の比率が上ঢしている。リーマン・ショッ
ク以降、現金・預金等の流動性の高い資産の割合が高まり、企業の預金は増加傾向にある。

⃝�世帯構の変化に伴う個人預金の将来動向をみると、౦ژ・ਆಸݝ・Ѫ知࣎・ݝլ
、は15％ఔ度（対15年比）ݝは30年まで増加が見込まれる。一方、30年にळాݝԭೄ・ݝ
੨ؠ・ݝ手ݝܗࢁ・ݝ・ౡࠜݝ・高知ݝは1割の減少ѹ力が加わるおそれがある。

⃝�足元、企業はऩӹのվળで内部留保が拡大し、外部から資金を調達する必要性が低下して
いる。将来的に国内経ࡁは低成が見込まれるため、設備資等の資金ध要も力強さをܽく
と推ଌされる。企業向けି出金残高は、関౦・౦ւ・近ـや地方中ݍࢢ等のࢢ部の
ݝでは30年まで増加基調を維持できるが、他のಓݝは減少を強いられる可能性がある。

⃝�世帯構の変化に伴う個人向けି出金の将来動向をみると、住宅取得世代の減少やஂմジュ
ニア世代の࠴務返ࡁで、ࢢ部を含めて૯じて預金を上回るペースで減少する可能性があ
る。金融機関にとって、世帯構の高齢化は預ି率のԡ下げに大きく寄与する公ࢉが高い。

調 査
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（注）�本稿は2016年3月31日時点のデータに基づきهड़されている。
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1	．ຊࡁܦの中ظ的なల

（1	）意ࣝ

　૯務ল౷計ہ『国調査』（報）による

2015年の日本の人口は1億2,711ສ人となっ

た。10年の前回調査より�4.7ສ人減少し、国

調査ϕースでは、1�20年の調査開始以来、

ॳめての減少である。増加したのは౦ݍژ

Ѫ知、（ݝ、ਆಸژ౦、ݝઍ༿、ݝۄ࡛）

にとどݝの8ݝԭೄ、ݝԬ、ݝլ࣎、ݝ

まり、減少は3�ಓݝにの΅った。大ࡕ

は1�47年（臨時調査）以来68年Ϳりに減少

に転じており、ࢢ部でも人口の減少が進行

している。ࢢொଜ別にみると、શ国1,71ࢢ�

ொଜのうちɼ1,416ࢢொଜ（82.4％）で人口

が減少しており、大半の地域で消費者や労ಇ

力としての地域住民の減少によって地元経ࡁ

の活力がࣦわれていくとݒ೦されている。

　また、日本経ࡁは14年4月の消費੫率引上

げ後に力強さをܽいた状況が続いており、日

本銀行は、16年1月2�日に金利水準のશ般的

な引下げを狙って「マイナス金利付きྔ的・

質的金融؇政策」の導入をܾ定した。金融

機関が保有する日銀当座預金の一部にマイナ

ス金利を適用している。10年国࠴利回り

などの期金利もマイナスݍで推Ҡしてお

り、金融機関は相࣍いで預金やି出の金利を

引き下げている。

　地域金融機関は、人口減少・高齢化の進行

などの「人口問」やマイナス金利政策の導

入などをөした「利ৌの縮小」によるऩӹ

の下ԡしѹ力が強まっている。ି出金利の低

下のӨڹを減ࡴするためにି出を増強しよう

としても、人口減少などで地域経ࡁが縮小す

れ、資金ध要が低するおそれがある。ま

た、人口の流出がஶしい地域では、世帯の転

出やࢢ部在住のࢠへの資産相続などで預金

が域外に流出し、将来的に金融機関の資金調

達に支োをきたす可能性があり、地域金融機

関はݫしいऩӹ環境にཱたされる公ࢉが高

い。そこで本稿では、金融機関のऩӹ基盤で

ある預金とି出金が、人口や世帯等の社会・

経ࡁ構の変化を通じて中期的にどのよう

な推Ҡをたどるのかを、主に企業と家計部門

の動向からలした。

（2	）ຊࡁܦの中ظ的なలʙ࿑ಇཁҼ

によるԡԼ͛د༩で؇͔にݮへ

　日本はશ国ϕースでも人口の減少がݦ在化

しているが、生産年齢人口（15～64ࡀ）は

すでに1��5年をϐークに減少している。特

に、ஂմの世代（1�47～4�年生まれ）が

年人口（65ࡀ以上）となる2012年以降、労

ಇ力不足に対するݒ೦が一段と高まってい

る。高齢化に伴うҩྍ・ࢱ、訪日外国人客

等の増加による॓ധ・飲食や小ച業、ै業者

の高齢化がஶしいݐ設業等で人ࡐ難がਂࠁで

ある。

　人員不足をഎܠに、શࣦ業率は15年平

で3.4％と5年前の5.1％から大෯に低下しۉ

た。図表1は、શࣦ業率を、ޏ用のミス

マッチ等で生じる構的・ຎࡲ的ࣦ業率と、

のѱ化などに伴うध要不足ࣦ業率に要Ҽؾܠ

分解したグラフである。15年10～12月のࣦ
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業率は3.3％（قઅ調整）であったが、ध

要不足によるࣦ業は解消し、構的・ຎࡲ的

ࣦ業率の水準に達した。ࣦ業率は期的に一

段と低下する༨地がݶられている水準にまで

վળしている。

　政や企業等は、女性や高齢者の労ಇࢢ場

への参入を拡大させるために、保育所等の整

備による待機ࣇಐの解消、配ۮ者手当の見直

し検討や3世代同ډ住宅へのิॿ等の੫ࡒ制

対策、高齢者ޏ用ଅ進・定年退職年齢の引上

げなどを進めている。年齢別に人口に対する

ब業者数の比率をみると（図表2）、女性は出

産・育ࣇのために30ࡀ代で低下するMܕࣈの

ઢをඳいている。この年齢別のब業率の構ۂ

が将来的に変わらなけれ、ब業者数は15

年の6,376ສ人から30年には5,63�ສ人へ737ສ

人（11.6％）減少するおそれがある（図表3）。

もし、労ಇࢢ場の環境がվળし、①女性のब

業率の̢ۂܕࣈઢのۼみが解消、②女性20ࡀ

代後半以降のब業率が10年時点のஉ女格差の

3分の1相当分上ঢ、③உ性50ࡀ代以降のब業

（備考）1�．構的・ຎࡲ的ࣦ業率は、ϕバリッジۂઢ（ޏ
用ࣦ業率とܽ員率の関係をࣔすۂઢ）でޏ用ࣦ業
率ʹܽ員率となる時のࣦ業者数を求めてࢉ出した。
2�．૯務ল『労ಇ力調査』、ް生労ಇল『一般職業
紹介状況』等より信金中央金庫�地域・中小企業研
究所がࢉ出・作成
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図表1	　શࣦ業（धཁෆɺߏ的・ຎ
（的ࣦ業ࡲ

（備考）1�．年齢別ब業率は国調査ϕース。現状維持ケースは、年齢別の労ಇ力人口比率・ब業率が10年の水準から変化せ
ず、年齢別人口のみ将来推計に基づいて変化するとしてࢉ出した。人口の将来推計は、国ཱ社会保ো・人口問研
究所『日本の将来推計人口（12年1月推計）』を用いた。
2�．労ಇ環境վળケースは、①女性のब業率のMۂܕࣈઢのۼみが解消、②女性20ࡀ代後半以降のब業率が10年時点
のஉ女格差の3分の1相当分上ঢ、③உ性50ࡀ代以降のब業率が上ঢ（当該年齢۠分とその5ࡀ若い年齢۠分との平
。に上ঢ）するとԾ定したۉ
3�．૯務ল『国調査（10年）』、『労ಇ力調査』、国ཱ社会保ো・人口問研究所『日本の将来推計人口（12年1月推
計）』等より信金中央金庫�地域・中小企業研究所がࢉ出・作成
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率が上ঢ（当該年齢۠分とその5ࡀ若い年齢

۠分との平ۉに上ঢ）した場合、30年のब

業者数は6,134ສ人となり、242ສ人の減少に

とどまると推計される。ϫークライフバラン

ス（事と生活の調）が実現し、女性や高

齢者の労ಇࢢ場参入によって、ύートタイϜ

労ಇ・ϫークシェアリングの普ٴ、育ࣇ・介

護休業や有給休Ջの取得増加など、ಇき方の

多༷性やॊೈ性が高まり、ब業者当たりの労

ಇ時間が低下する一方、ब業者数は4％ఔ度

の減少にえられる可能性がある。

　将来的に、女性や高齢者がಇき手として活

用されるようになったとしても、人口の減少

と高齢化の進行をഎܠに、ब業者数ʷब業者

当たり労ಇ時間は減少する可能性が高い。

　しかし、今までも*T（情報通信ٕज़）の

導入や機ց設備等のল力化資などで人件費

の制に努めており、ٕज़進าや労ಇ生産性

の向上は着実に進లしてきた。図表4は、日

本経ࡁにおける生産性の向上が、実質成率

をԿ％ポイントԡし上げたのかをࣔしてい

る。1�80年代後半は2.5％ポイント前後のԡ

上げに寄与した。1��0年代はԡ上げ効果が

縮小し、��年は0.6％ポイントにとどまった

ものの、2000年代はվળに転じている。

2010年代は؇やかに縮小したが、15年は

0.8％ポイントのԡ上げに寄与しており、下

げ止まりつつある。先行き、設備資は人口

減少に伴う国内経ࡁの成ಷ化がݒ೦され、

力強い増加傾向は見込めない。ただ、事内

容がݫしい職種等での労ಇ力不足をഎܠに、

介護等のサービス産業でも機ց化・ল力化の

動きが進むなど、効率性の高い資が実施さ

れる可能性がある。

　中期的に日本経ࡁは、ब業者数やब業者

当たり労ಇ時間といった労ಇ要Ҽによって、

実質成率（年率）が2010年代後半に0.4％

ポイント、2020年代前半に0.5％ポイント、

2020年代後半には0.6％ポイントԡし下げら

れるおそれがある（図表5）。生産性の向上

による要Ҽは、現状のٕज़進าが続け

0.8％ポイントのԡ上げが期待でき、機ց

設備などの資本要Ҽは、2010年代後半の

0.5％ポイントから2020年代後半には0.3％ポ

イントへԡし上げ෯がঃ々に縮小するものと

推ଌされる。日本の実質経ࡁ成率（年率）

は、2010年代後半が0.�％、2020年代前半が

0.7％、2020年代後半が0.6％へと؇やかに低

下していく可能性がある。

　Ձに関しては、શࣦ業率との間に負の

（備考）1�．生産性は、-O（̖）́ -O（実質(%1ʗ（ब業者
数ʷ労ಇ時間））ɻ 資本分配率ʷ-O（（資本ストッ
クʷՔಇ率）ʗ（ब業者数ʷ労ಇ時間））として求
めた-O（̖）を、)1（)PESJDL�1SFTDPUU）フΟル
ターによって平化した数とした。
2�．内ֳ『国民経ࡁ計ࢉ確報』、経ࡁ産業ল『
業生産能力･Քಇ率指数』、ް生労ಇল『ຖ月
労౷計調査』等より信金中央金庫�地域・中小企ۈ
業研究所がࢉ出・作成
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相関関係（比例の関係）があり（図表6）、

ա20ڈ年間（�6～15年）の傾向では、ࣦ業率

が3.7％を下回るとՁ上ঢ率（国内ध要デフ

レーター）がプラスに転じる。図表3でࢉ出

した将来的な労ಇࢢ場において、શࣦ業率

は15年の3.4％から、30年には現状維持ケー

スで3.3％とほ΅ԣいの推Ҡが見込まれる。

労ಇ環境վળケースでは、女性や高齢者の労

ಇࢢ場への参入が活発化するので、3.7％と

若ׯ高まる可能性がある。શࣦ業率が3.3％

と3.7％の時に対応するՁ上ঢ率は、各々

0.5％、0.0％であり、この労ಇࢢ場の前提に

おいて、Ձは極めて؇ຫな上ঢになると推

ଌされる。日本経ࡁは、30年までશ国ϕース

ではプラス成を維持できるものの、その

ペースは低水準になると見込まれるため、国

内経ࡁの成に伴う資金ध要や預金ྔは؇や

かな増加テンポにとどまる公ࢉが高い。

2	．預金ʙ預金ྔの変動ཁҼɺ企業の
資産ߏɺݸਓ預金のকདྷ動

（1	）預金ྔの変動ཁҼʙ金融・ࡒ策の

関࿈ੑ

　日本のશ預金取扱機関に預けられた預金ྔ

（M3から現金通՟をআいた金額）は、200�年

半以降、おおむͶ前年同月比2.0％の水

準で推Ҡしてきた。特に「大な金融؇」

をܝげたୈ2࣍安ഒ内ֳが12年12月に発足

し、13年4月の「ྔ的・質的金融؇」導入

などをഎܠに、13年後半にかけては3.5％ఔ

度の増加率に達した。13年3月に預金ྔは

1,062兆円だったが、15年12月には1,14�兆円

（備考）1�．実質経ࡁ成率は、①労ಇ要Ҽは、図表3の労
ಇ環境վળケースのब業者数、労ಇ時間は01～15
年の15年間のトレンドでԆしてࢉ出、②資本要
Ҽは、設備資を資本ストック調整ܕ資関数
（金融要Ҽとして実質金利を加ຯ）で推計し、資
本ストックʹ前期の資本ストック （̫1ʵআ٫率）
ʴ設備資でࢉ出、③生産性要Ҽは、図表4でࢉ
出した15年の上ঢ率が持続するものとԾ定して、
コブ・μグラスܕ生産関数で推計した。
2�．内ֳ『国民経ࡁ計ࢉ確報』、国ཱ社会保ো・
人口問研究所『日本の将来推計人口（12年1月
推計）』、経ࡁ産業ল『業生産能力･Քಇ率
指数』、ް生労ಇল『ຖ月ۈ労౷計調査』等より
信金中央金庫�地域・中小企業研究所がࢉ出・作成

（備考）1�．Ձ上ঢ率は国内ध要デフレーターを用いた。
推計ࣜの%1は�7年の消費੫率引上げ（3ˠ5％）、
%2は14年の消費੫率引上げ（5ˠ8％）のμミー
変数
2�．૯務ল『労ಇ力調査』、内ֳ『࢛半期別(%1
報』より作成
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と約�0兆円増加している（図表7）。

　日銀はマネタリーϕース（日銀݊発行高ʴ

՟ฎ流通高ʴ日銀当座預金残高）を年間約80

兆円ペース（注1）で増加させているが、その規

に比ると預金ྔの増加は小෯にとどまっ

ている。図表7は、M3（現金通՟ʴ預金通՟

ʴ準通՟ʴৡ性預金）とマネタリーϕース

平ۉ残高の推Ҡである。マネタリーϕースは

13年3月に134.7兆円だったが、1年後の14年3

月は208.6兆円、2年後の15年3月には282.1兆

円に達した。15年12月は346.4兆円であり、

「ྔ的・質的金融؇」導入前より約210兆円

増加し、2.5ഒの規に拡大している。一

方、M3は8.6％（�7.�兆円）の増加にとどまっ

た。M3をマネタリーϕースで割った信用乗

数は、導入前には8ഒを上回っていたが、足

元では3ഒ半に低下している。金融機関

の日銀当座預金におけるա準備が拡大して

いるが、その規に対応するほどି出などは

増加せず、M3の増加はݶ定的になった。

　ただ、リーマン・ショックに伴うؾܠ後退

で日銀が金利༠導目ඪを0.1％前後（注2）にした

08年12月から「ྔ的・質的金融؇」を導

入する前（13年3月）までの期間と、「ྔ的・

質的金融؇」導入以降の13年4月～15年12

月の期間に分けて預金ྔの推Ҡをみると、こ

の2期間で構変化が生じていないとはいえ

ないことが分かる（図表7参র）（注3）。預金ྔ

は、「ྔ的・質的金融؇」導入前が月1.8兆

円ペース、導入後は月2.5兆円ペースで増加

（注）1�．13年4月の導入当ॳは年間約60～70兆円ペースだったが、14年10月末に約80兆円に拡大することをܾ定した。
2�．日銀は、08年10月31日に無担保コールレート（ཌ日）༠導目ඪを0.5％前後から0.3％前後に引き下げ、08年12月1�日に
は0.3％前後から0.1％前後に引き下げることなどをܾ定した。
3�．$IPX�TFTUとݺれる構変化の̛検定を実施した。「この2期間のトレンドઢの傾きが等しい」というؼ無Ծઆは有意水
準1％で٫غされた。'は88.0754

（備考）1�．M3ʹ現金通՟（日銀݊発行高ʴ՟ฎ流通高）ɹ 預金通՟（要求預金ʵ金融機関の保有小切手・手ܗ）ɹ 準通՟
（定期預金ʴ定期積金ʴ据置ஷ金ʴ外՟預金）ɹ ৡ性預金。対象はશ預金取扱機関。金融機関や中央政保有の預
金等は対象外
2�．日本銀行『マネーストック౷計』、『マネタリーϕース౷計』より作成
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図表7	　.3ɺ預金ྔɺϚωλϦーϕースɺ信用の推移
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しており、導入後に一段と上振れたことが確

認できる。

　預金者別にみると、08年度末以降、૯じて預

金ྔの増加ペースがまっている（図表8）。14

年度末は07年度末に比て家計部門が12.7％

（�3兆円）、法人企業が30.1％（53兆円）増加し

ており、地方政はഒ増（18兆円増）した。

　このような預金ྔの増加は、日本શ体でみ

れ金融機関のି出や証݊資などの信用

をөしているため、預金ྔの増減要Ҽを

各主体に対するି出等の信用の動向からみる

ことにする（図表�）。

　預金ྔは、08～0�年ࠒから前年比増加率

が加し始めたが、国࠴や地方࠴の保有など

（備考）1�．શ預金取扱機関に預けられた預金ʹM3ʵ現金通՟。M3ʹ現金通՟（日銀݊発行高ʴ՟ฎ流通高）ɹ 預金通՟（要
求預金ʵ金融機関の保有小切手・手ܗ）ɹ 準通՟（定期預金ʴ定期積金ʴ据置ஷ金ʴ外՟預金）ɹ ৡ性預金。金
融機関や中央政保有の預金等は対象外
2�．日本銀行『マネーストック౷計』、『マネタリーサーϕイ౷計』より作成
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図表�	　શ預金औѻػ関に預͚ΒΕͨ預金（લ年ൺ・ཁҼ別د༩）

（備考）1�．預金残高は、各部門が保有している流動性預金、定期性預金、ৡ性預金、外՟預金の合計
2�．内ֳ『国民経ࡁ計ࢉ確報』より作成
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図表8	　主な制෦別の預金残高（年）



	 調　査	 9

による国・地公体向け信用の拡大が大きく寄

与した。08年末ࠒから預金取扱機関の国࠴

等の保有が増加し、「ྔ的・質的金融؇」

による日銀の国࠴ങ入れ規の拡大で預金取

扱機関の保有は減少したが、日銀の保有分を

加えると増加し続けている。また、08年10

月末の「ٸۓ保証制度」の導入、日銀の「ି

出増加支援資金供給」等の実施や金利水準の

低下などをഎܠに、民間向けି出もԡ上げに

寄与した。

　制度部門別に資金ա不足をみると、家計部

門や法人企業（非金融）は資金༨（७ି出）

の状態である一方、国・地公体等の一般政

はࡒ政難で資金不足にؕり（図表1�）、国࠴・

地方࠴等の政࠴務残高は増加している。日

本経ࡁは、サブプライϜ住宅ローンة機などの

Өڹで08年2月をϐークにؾܠ後退期に入った

後、力強さをܽいたؾܠ動向が続いた。人口

減少などの国内経ࡁの先行きに対するݒ೦か

ら民間部門の資活動が৻重化している下で、

国࠴の増発等を伴うࡒ政出動を通じて資金が

॥環し、預金ྔが増加したものと推ଌされる。

（2	）企業のஷ・資ͱ資金活用の動

　法人企業（非金融）は1��8年度以降、

2006年度をআいて資金༨の状態にあり、

一般政が資金不足で推Ҡするのと対称であ

る。14年度をみると、法人企業（非金融）

は設備資などの実資ʲ૯資本ܗ成ʴ

地のߪ入（७）r を71.0兆円行ったが、ݻ定

資本減の64.6兆円を6兆円ఔ度上回る水準

にとどまっている（図表11）。企業の内部留

保におおむͶ該当するஷ（७）等の30.3兆

円から約6兆円が実資に利用され、残り

の約24兆円が資金༨（७ି出）になった。

　企業が調達した資金をどのように活用して

いるのかを、法人企業（非金融）の૯資産額

に占める各資産߲目（ストック）の構成比か

らみることにする（図表12）。機ց設備やݐ

築などの有ܗ・無ݻܗ定資産は01年度末

（備考）1�．一般政は、中央政、地方政、社会保ো基金の合計
2�．શ制度部門の資金ա不足を合計するとゼロになる。
3�．内ֳ『国民経ࡁ計ࢉ確報』より作成
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図表1�	　制෦別の資金աෆ（ʴは७ିग़ɺʵは७आೖ）
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の3�％ϐークに低下しており、14年度末は

30％である。୨Է資産やച上ݖ࠴などの運

転資金に係わる流動資産は、�0年度末には

40％をえていたが、在庫理・流構

の効率化による手持ち在庫の削減などで、

14年度末には30％ఔ度に低下した。法人企

業の૯資産に占める店舗・場や機ց設備・

在庫品などの実資産の割合は縮小してい

る。一方、ࢠ会社などの関係会社のࣜג等で

ある資有Ձ証݊は、1��0年代後半には5～

6％だったのが、14年度末は17％にまで上

ঢした。国内ࢢ場の縮小を見据え、ւ外ల開

を強化している企業の動向をөしている。

また、現金・預金は1��0年代後半以降、お

おむͶ10％前後で安定しているが、リーマン・

ショック後は経ةࡁ機に備える動きが強まり、

12％ఔ度にやや上ঢした。企業は૯資産の1

割強を流動性が高い現金・預金で保有する傾

向があり、足元、企業ऩӹのվળをഎܠに૯

資産額が拡大していることから、預金ྔは増

加基調で推Ҡしている（図表8参র）。先行

き、国内経ࡁの低成をөして、実資

のஶしい活発化は期待できないため、企業の

預金は引き続き積み上がる公ࢉが高い。

（備考）1�．૯資産額に占める各資産߲目の構成比。金融・保険業をআくશ産業・શ規
務ল『法人企業౷計年報』より作成ࡒ．�2
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（備考）1�．૯資本ܗ成ʹ૯ݻ定資本ܗ成ʴ在庫品増加
2�．�8年度は日本国有మಓਗ਼ࢉ事業ஂの一般政へ
の࠴務承継、11年度は౦日本大ࡂに伴うమಓݐ
設・運༌施設整備支援機構から一般会計への国庫
ೲ付のӨڹをআいている。౷計上の不౷合等で図
表1�の資金ա不足とこの७ି出�७आ入は一கし
ない。
3�．内ֳ『国民経ࡁ計ࢉ確報』より作成
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信用・ߦۜࠃʙਓ預金残高の動ݸ（	3）

金庫・Ώ͏ͪΐۜߦの地域特ੑ

　日本における個人預金残高の推Ҡをみる

と（注4）、2007年度以降、前年水準を上回る状

態が続いている（図表13）。06年7月にゼロ

金利政策が解আされて金利水準が上ঢし、ஂ

մの世代（1�47～4�年生まれ）が定年退職

し始めた07～0�年度は、定期性預金を中৺

（備考）1�．個人企業を含む。預金残高は、流動性預金、定期性預金、ৡ性預金、外՟預金の合計とした。
2�．日本銀行『資金॥環౷計』より作成

（備考）1�．国内銀行は店舗所在地、信金は本店所在地、ゆうちΐ銀行は口座開設所在地ϕース
2�．各ಓݝの差異効果は、各業態においてશ国の増減率からかいする部分の効果、比例効果は、各業態の増減
率がશ国と同水準とԾ定した場合の効果
3�．日本銀行『ಓݝ別預金・現金・ି出金』、信金中央金庫、ゆうちΐ銀行資料より信金中央金庫�地域・中小企
業研究所がࢉ出・作成
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図表13	　Ոܭ෦の預金残高の૿ݮ（લ年ಉظൺ）

図表14	　ಓݝ別ݸਓ預金（3業ଶ）૿ݮのγフト・γェΞ分ੳ

（注）4�．日本銀行『資金॥環౷計』の家計（個人企業含む）の資産における流動性預金、定期性預金、ৡ性預金、外՟預金の合計
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に増加した。日銀による金融؇政策の強化

（10年10月の「แׅ的な金融؇政策」、13

年4月の「ྔ的・質的金融؇」など）、11

年3月の౦日本大ࡂに伴うഛঈ金・保険金

等の支給、年金資金の流入などもあり、11

年度以降は増加率が前年比2.0％前後の水準

を維持している。特に低金利環境をөし

て、流動性預金がԡ上げに寄与してきた。

　日本શ体では、06年度末をϘトϜに個人

預金は増加しているが、地域によって個人預

金（国内銀行、信用金庫、ゆうちΐ銀行の3

業態合計）の増加率にどのような特がある

のかをみることにする。図表14は、各ಓ

ݝの個人預金残高（3業態合計）の増減率

（14年度末の対06年度末比）が、どの業態に

Ҽしてશ国との格差に結びついたのかをࣔى

したグラフである（シフト・シェア分ੳ）。

　06～14年度末に個人預金残高（3業態合

計）はશ国で12.�％増加した。શ国の増減率

を上回ったのは、౦ݝۄ࡛）ݍژ、ઍ༿ݝ、

౦ژ、ਆಸݝ）とԭೄݝ、౦日本大

ݝٶ・ݝ地のౡࡂのඃނ発事ݪ౦ి・ࡂ

である。一方、੨ݝ・ळాݝ・Ҫࢁ・ݝ

སݝ・ݝ・Վݝࢁ・ௗ取ݝ・高知ݝ・

、などは増加しているもののݝ࡚・ݝլࠤ

伸び率は低かった。業態別にみると、ゆう

ちΐ銀行（چ༣便ஷ金）の預ஷ金ྔは��年

度末に260.0兆円に達していたが、高金利時

の定額ஷ金が大ྔຬ期をܴえたことなどで

ঃ々に減少し、10年度末以降は165兆円の

ԣいݍで推Ҡしている。2000年代の10年

間で�0兆円の預ஷ金が流出し、この一部

は国内銀行や信金に流入した可能性がある。

06～14年度末の個人預金の増減率は、શ国で

国内銀行が24.8％増、信金が18.1％増と3業態

合計の12.�％増を上回った一方、ゆうちΐ銀行

は11.3％減少した。特に、भ地方でゆうちΐ

銀行のシェアの大きさにىҼするԡ下げ効果

が大きかった（比例効果）。一方、౦ݍژは、

ゆうちΐ銀行のシェアが小さいうえ、人口流入

や良なޏ用・所得環境などをഎܠに、ゆう

ちΐ銀行の減少率はશ国水準よりも小さく

（差異効果）、ゆうちΐ銀行のԡ下げ効果は小

෯にとどまった。信金の増加率がશ国水準を

上回った地域は、高知ݝやౡݝ、౦ւ地方

（Ѫ知ݝ・੩Ԭݝ）や近ـ地方（ಸ良ݝ・大ࡕ

・ژ・࣎լݝ）などであった。Ѫ知ݝ

や੩Ԭݝは、国内銀行もશ国水準ฒみの増加

率を保っており、地域経ࡁの動向をөして

預金ྔが૯じてݎ調に拡大している。高知ݝ

や大ࡕ・ಸ良ژ・ݝなどは、信金の増

加率がશ国の水準に比て高い一方、国内銀

行の増加率はશ国水準に比て低く、信金の

預金獲得力が相対的に強いものと推ଌされる。

（4	）世帯ߏの変化に͏ಓݝ別のݸ

ਓ預金૯ֹのকདྷ動

　各ಓݝの個人預金ྔは増加基調で推Ҡ

しているが、将来的に地方では、人口減少に

よる地域経ࡁの縮小や相続等に伴うࢠがら

すࢢ部への金融資産の流出などで、預金ྔ

の減少がݒ೦されている。2010～15年の間

に、高知ࣇࣛ・ݝౡݝ・੨ݝ・Վݝࢁ・

ळాݝでは世帯数が減少しており（૯務ল
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『国調査（報）』）、世帯のݝ外転出やࢮ

に伴う単世帯の消໓などで、預金の一部が

。外へ流出する傾向が強まる可能性があるݝ

　図表15は、将来的に、世帯数、世帯人員

数、世帯主年齢といった世帯構の変化に

伴って、各ಓݝの個人預金૯額がどのよ

うに変化するのかを推計したグラフである。

世帯当たりの預金額は、14年時点の水準に

定しており（૯務ল『શ国消費実態調ݻ

査』）、所得やՁの変動のӨڹをআいてい

（備考）1�．ࢉ出方法は図表15と同じ。
2�．૯務ল『શ国消費実態調査』、国ཱ社会保ো・人口問研究所『日本の世帯数の将来推計（ಓݝ別推計）』よ
り信金中央金庫�地域・中小企業研究所がࢉ出・作成
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図表16	　ݸਓ預金૯ֹの૿ݮのཁҼ別د༩（15ˠ3�年）

（備考）1�．個人預金૯額ʹ世帯主年齢別の世帯数（2人以上世帯）ʷ世帯主年齢別世帯人員当たり預金額（2人以上世帯、14
年）̫ 世帯人員数（2人以上世帯）ɹ உ女別年齢別単世帯数ʷஉ女別年齢別単世帯預金額（14年）とした。世帯当
たり預金額は14年を基準にݻ定している。
2�．各ಓݝのஉ女別年齢別単世帯預金額は、各ಓݝの2人以上世帯の1人当たり預金額にશ国のஉ女別年齢
別単世帯預金額を対応させて推計した。
3�．૯務ল『શ国消費実態調査』、国ཱ社会保ো・人口問研究所『日本の世帯数の将来推計（ಓݝ別推計）』よ
り信金中央金庫�地域・中小企業研究所がࢉ出・作成
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図表15	　世帯ߏの変化に͏ݸਓ預金૯ֹのকདྷ推ܭ
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る。また、2人以上世帯では、世帯人員が減

少した場合、1人当たり預金額ʷ減少した世

帯人員に相当する世帯の預金額がݝ外へ流出

するという保क的なԾ定を置いた。

　15～20年は、౦ݝۄ࡛）ݍژ・ઍ༿ݝ・౦

・ژ・ݝլ࣎、ݝѪ知、（ݝ・ਆಸژ

大ࡕ・ฌ庫ݝなどの3大ݍࢢやٶݝ・広

ౡݝ・Ԭݝといった地方中ݍࢢの他、

ԭೄݝが増加基調を維持しそうである。20～

25年は、౦ݍژ、Ѫ知࣎、ݝլژ・ݝ・

ฌ庫ݝやԬݝ・ԭೄݝが増加し、25～30年

は、౦ژ・ਆಸݝ・Ѫ知࣎・ݝլݝ・ԭ

ೄݝをআいてݢฒみ減少すると見込まれる。

　15年から30年の15年間に、ळాݝは15％

ఔ度縮小し、੨ؠ・ݝ手ݝܗࢁ・ݝやౡࠜ

などは1割減少するおそれがあݝ高知・ݝ

る。一方、౦ݍژ・Ѫ知࣎・ݝլݝ・Ԭ

は15年の水準を上回ると推ଌされݝԭೄ・ݝ

る。多くの地方で世帯数の減少が個人預金૯

額のԡ下げに寄与し（世帯数要Ҽ、図表16）、

預金が一部のݝに集中して流入する公ࢉが

大きい。ただ、後資金の積や退職金の受

給、親からの資産相続などで、世帯当たりの

預金額が多い高齢者世帯の割合が高まること

による要Ҽ（年齢構成要Ҽ）が、શ国的に個

人預金૯額のԡ上げに寄与するものと見込ま

れる。もっとも、国内経ࡁがݎ調に成し、

用・所得環境のվળやՁ・金利水準の上ޏ

ঢが進లすれ、世帯数の減少で個人預金の

流出がݒ೦される地域でも、減少率が小෯に

とどまったり、増加傾向を維持できたりする

可能性は大いに考えられる。

3	．ିग़金ʙ企業の資金調ୡ・資金ध
ཁͱݸਓି͚ग़のকདྷ動

（1	）企業ି͚ग़金残高の推移ͱ企業の資

金調ୡ・資金धཁの動

　金融機関による法人企業（非金融）向けの

ି出金残高は、リーマン・ショック後の

2010年ࠒからはおおむͶ320兆円の安定し

た推Ҡが続いている（図表17）。民間金融機

関の法人企業向けି出は、11年度末以降、

前年水準を上回っているが、増加率は小෯で

ある。

（備考）1�．金融機関は民間金融機関と公的金融機関の合計
2�．内ֳ『国民経ࡁ計ࢉ確報』より作成
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図表17	　金融ػ関による主な制෦͚のିग़金残高
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（備考）金融・保険業をআくશ産業・શ規。ࡒ務ল『法人企業౷計年報』より作成

（備考）金融・保険業をআくશ産業・શ規。ࡒ務ল『法人企業౷計年報』より作成
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図表1�	　法ਓ企業（非金融）の資金調ୡ（フϩー）

図表2�	　法ਓ企業（非金融）の資金धཁ（フϩー）

（備考）1�．負ٴ࠴び७資産合計に対する各負࠴・資本߲目の構成比
2�．金融・保険業をআくશ産業・શ規。ࡒ務ল『法人企業౷計年報』より作成
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図表18	　法ਓ企業（非金融）の主なෛ࠴・資ຊ߲目のߏൺ
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　企業は前ड़の通り、日本શ体でみれ資金

༨の状態にあり、外部から資金を積極的に

調達する環境ではない。図表18は、法人企

業（非金融）の主な負࠴・資本߲目（ストッ

ク）の構成比をࣔしている。1���年度末以

降、利ӹ༨金などの७資産の割合が高まる

一方、2006年度末に向けて金融機関からの

आ入金の割合はٸ低下した。企業のա࠴務

の削減や金融機関による不良ݖ࠴ॲ理などが

Өڹしたものと推ଌされる。08年度末は

リーマン・ショックに伴う「ٸۓ保証制度」

の導入等で金融機関आ入金のシェアが上ঢし

たが、2000年代後半以降、૯じて20％前

半で؇やかな低下傾向が続いている。

　2010年代に入って、調な企業ऩӹをഎ

に、内部留保や減Ձঈ٫などの内部調達ܠ

（フロー）は高水準で推Ҡしており、外部か

らの資金調達はݶ定的である（図表1�）。

低金利環境下で、一部の大企業では࠴務のआ

換えやM�Aなどの積極的な資を実施する

ために金融機関आ入を拡大させる動きがࢄ見

されるものの、आ入は؇やかな増加にとど

まっている。

　企業の資金ध要をみると、ؾܠの回෮や機

ց設備のٺ化などをഎܠに、設備資が

08年度の27.�兆円をϘトϜに؇やかに増加

し、14年度は3�.5兆円になった（図表2�）。

他に在庫資などの運転資金を加えると、資

金ध要計は55.4兆円になる。一方、14年度は

内部留保が4�.2兆円、減Ձঈ٫が37.6兆円で

内部調達計は86.�兆円に達し、資金ध要計を

30兆円上回った。その内の28.1兆円は運用

資金として活用されている。

　資金ध要から内部調達を差し引いた金額は、

外部から資金を調達しなけれならない必要

額の目安となる。バブルؾܠの時期は、資金

ध要が内部調達の規を大෯に上回ったうえ、

証݊資等の「ࡒテク」も活発化したため、

外部からの資金調達がٸ増した（図表21ࠨ）。

バブル経ࡁ崩յ後は、ա設備の削減や設備

資の৻重化などで資金ध要が力強さをܽい

ている。02年2月～08年2月の「い͟なみܠ

ܠ0�年4月～12年3月や12年12月以降の、「ؾ

面では、企業の内部留保が拡大したہ拡大ؾ

ため、内部調達が資金ध要を上回る状況が続

き、運用資金や࠴務返ࡁ資金などとして利用

されてきた。�5～14年度の傾向では、内部

調達が資金ध要を上回る金額が1兆円増加す

ると5,668億円規の࠴務が削減されている

ため（図表21ӈ）、資金ध要が引き続き低

すれ、外部から資金を調達する動きが制

される公ࢉが高い。

　16年1月に日銀が「マイナス金利付きྔ

的・質的金融؇」の導入をܾ定し、名目金

利は一段と低下した。デフレݒ೦も؇して

いるため、実質金利の低下が設備資などの

資金ध要をىשすると期待する向きがある。

図表22は、実質設備資の各5年間の増減率

を、実質(%1要Ҽ、資本ストック要Ҽ、実

質金利要Ҽに寄与度分解したグラフである。

バブル経ࡁ崩յ後、名目金利は低下基調で推

Ҡしてきたものの、デフレの期化で実質金

利の低下はݶられた。しかし、15年の実質

設備資は、10年の水準に比て12.2％増加
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したが、実質金利が5.7％ポイントのԡし上

げに寄与している。10年は期ି出約定平

金利（国内銀行）が1.7％、Ձ上ঢ率ۉ

（(%1デフレーター）がマイナス2.2％で実質

金利は3.�％だったが、15年は名目金利が

1.1％、Ձ上ঢ率がプラス2.0％で実質金利

がマイナス0.�％へ大෯に低下した効果がද

われた。足元、日銀の「マイナス金利」導入

をөして、10年国࠴利回りが16年2月下

०以降マイナスݍで推Ҡするなど、期金利

は一段と低下している。ただ、先行き、期

ି出約定平ۉ金利がマイナスになることは金

融機関のऩӹ面をצ案すると想定し難く、

Ձも؇ຫな上ঢにとどまると見込まれるた

め、実質金利の更なる低下にはݶքがある。

国内経ࡁは先行き低成が見込まれ、設備

資などの資金ध要が大෯に増加することは期

待しにくい。

　また、地方では、高齢化による後継者難、

人口減少によるಇき手不足や地域経ࡁの縮小

などをഎܠに、事業所のഇ業・ఫ退等の増加

や࠴務の返ࡁなどが進行し、企業向けି出金

残高が減少するおそれがある。図表23は、

各ಓݝの企業向けି出金残高が、域内経

別ब業者数増減率で代ݝの動向（ಓࡁ

（備考）1�．実質金利ʹ期ି出約定平ۉ金利（国内銀行、
ストック）ɻ (%1デフレーター上ঢ率とした。産
出ྔに見合う適ਖ਼な資本ストックの水準を達成す
るように設備資が実施されるという資本ストッ
ク調整ܕ資関数（金融要Ҽとして実質金利を加
ຯ）で推計した。
2�．内ֳ『࢛半期別(%1報』、『民間企業資本ス
トック』、日本銀行資料等より信金中央金庫�地
域・中小企業研究所がࢉ出・作成
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図表22	　࣮࣭設උ資の૿ݮのཁҼ別د
༩

（備考）金融・保険業をআくશ産業・શ規。ࡒ務ল『法人企業౷計年報』より作成

図表21	　法ਓ企業（非金融）の外෦資金ඞཁֹͱ外෦調ୡ（フϩー）の関係
（兆円）
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替）と域外経ࡁの動向（日本の経ࡁ成率で

代替）に対応して推ҠするとԾ定した場合の

将来推計である。20年までは、ळాݝ・੨

ݝ・高知ݝなどをআいておおむͶ企業向け

ି出金残高は増加基調を維持できそうだが、

ঃ々に、人口減少に伴う地域経ࡁの縮小がԡ

下げに寄与する度合いが強まると見込まれ

る。先行き、観ޫ資ݯの開や新たな付加Ձ
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地域経ࡁは域内ࢢ場に依存している産業とશ国をࢢ場にしている産業からなるとԾ定

ʻ域内ࢢ場に依存している産業ʼ ʻશ国をࢢ場にしている産業ʼ
（非基盤産業ɿ地域住民のための産業） （基盤産業ɿ域外から所得をՔ͙産業）

非基盤産業の当ॳの規ɿ80億円 基盤産業の当ॳの規ɿ20億円
˞#/比（非基盤産業ʸ基盤産業） ʹ 4ഒ
　#/（地域経ࡁ基盤）分ੳでは、非基盤産業ʹ定数ʷ域内ࢢ場（非基盤産業ʴ基盤産業）が成りཱつとԾ定

② 乗数効果（BN比）で非基盤産業に波及 ① 域外経済が拡大（5％）した影響

　̍億円ʷ4ʹʴ4億円 　20億円ʷ0.05ʹʴ̍億円
˰80億円ʴ4億円ʹ84億円 ˰20億円ʴ̍億円ʹ21億円

③ 域内就業者が減少（▲10％）した影響 ③ 域内就業者数が減少（▲10％）した影響

　84億円ʷ˛0.1ʹ˛2.1億円ʷ4ʹ˛8.4億円 　21億円ʷ˛0.1ʹ˛2.1億円
˰84億円ʵ8.4億円ʹ75.6億円 ˰21億円ʵ2.1億円ʹ18.�億円

合計ɿ75.6億円ʴ18.�億円ʹ1.05ʷ0.�ʷ100億円（80億円ʴ20億円）ʹ�4.5億円

図表23	　֤ಓݝの企業ି͚ग़金残高のকདྷ推ܭ

ʻج൫産業ͱ非ج൫産業͕͋る地域ࡁܦの例ʼ

（備考）1�．域内経ࡁの動向を各ಓݝのब業者数増減率、域外経ࡁの動向を日本の実質経ࡁ成率で推Ҡするものとみな
し、その動向に応じて企業向けି出金残高が増減するとԾ定した。各ಓݝのब業者数の増減率ʷ日本の実質経
。出した（各5年間の増減率）ࢉ成率でࡁ
2�．ब業者数は図表3における労ಇ環境վળϕースのಓݝ別の結果、日本の実質経ࡁ成率は図表5の結果を用いた。
3�．内ֳ『国民経ࡁ計ࢉ確報』、国ཱ社会保ো・人口問研究所『日本の将来推計人口（12年1月推計）』等より信
金中央金庫�地域・中小企業研究所がࢉ出・作成



	 調　査	 19

の高い品・サービスの開発を推し進める

など、域外からध要を取り込むことで地域経

さىשを活性化させられれ、資金ध要をࡁ

せることは可能である。

（2	）世帯ߏの変化に͏ಓݝ別のݸ

ਓି͚ग़金残高のকདྷ動

　個人向けି出金残高の前年比増減率をみる

と、2013年以降プラスで推Ҡしている（図表24）。

特に、14年4月の消費੫率引上げ前の駆込み

ध要や相続੫վਖ਼をഎܠにしたઅ੫対策など

で住宅ି付のԡ上げがݦஶだった。個人向け

ି出は住宅関連がけん引しており、住ډを取得

する世帯の動向にӨڹを受けるため、本અで

は、将来的な世帯構の変化によって、個人

向けି出金残高がどのように推Ҡするのかを

ಓݝ別に考する。

　世帯当たりの負࠴現在高（શ国）は、2人以

上世帯の平ۉで533ສ円（14年）である。世

帯主年齢別にみると、住宅を取得する世代が

多い35～3ࡀ�が1,125ສ円、40～44ࡀが1,031

ສ円と高く、それ以降は住宅ローン等の返ࡁ

が進むのでঃ々に減少していく（図表25）。単

世帯は持ち家ࢤ向が低いため、負࠴現在高

は2人以上世帯に比ると少ない。

　世帯主年齢が35～3ࡀ�の2人以上世帯で

は、負࠴現在高の�5.5％が住宅・地のため

の負࠴であり、住宅の動向は個人向けି出金

残高に大きなӨڹをٴ΅す。各ಓݝの新

設住宅着ށ数を、バブルؾܠの時期

（備考）1�．金融機関による家計部門（個人企業含む）向けି出（ストック）の増減率
2�．日本銀行『資金॥環౷計』より作成
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図表24	　Ոܭ෦ି͚ग़金残高の૿ݮ（લ年ಉظൺ）
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（1�86～�0年の合計）と比較すると、足元の

5年間（2011～15年の合計）は、高知ݝで3

分の1ఔ度、ւಓ・੨ݝ・ळాࢁ・ݝས

などは約4割の水準にまでམち込ݝಸ良・ݝ

んだ（図表26）。ԭೄݝはバブル期ฒみの高

水準を維持しているが、౦ژ・Ѫ知ݝと

いったࢢ部でも6割後半の水準にまで減

少している。౦日本大ࡂのඃࡂ地であるٶ

ؠ・ݝ手ݝ・ౡݝは、足元、෮ڵध要で

06～10年の水準を上回っている。࣎լݝや

部पล地域では、バブル経ࢢなどのݝլࠤ

崩յ後の1��0年代に住宅資がり上がࡁ

り、2000年代に入って減少基調に転じた。

足元、相続੫等のઅ੫対策でି家のݐ築がఈ

く推Ҡしているものの、将来的には住宅取ݎ

得世代の減少が見込まれるため、ஂմジュニ

ア世代（1�71～74年生まれ）等の持ち家の

住宅・コډ替え、職住近接住宅・3世代同ݐ

ンύクトシテΟ等の普ٴなど、新たな住宅ध

要がىשされないݶり、個人向けି出金残高

は縮小を強いられる可能性がある。

　図表27は、将来的に、世帯数、世帯主年

齢、家族構成の変化（結ࠗ等による単世帯

から2人以上世帯へのҠ行等による効果）に

伴って、各ಓݝの個人向けି出金残高

（世帯の負࠴現在高૯額）がどのように増減
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図表26	　৽設ॅணށの推移（86ʙ��年ʹ1��）

（備考）1�．各5年間の合計ށ数。バブルؾܠの時期に当たる86～�0年の5年間を基準にした。
2�．国ަ通ল『住宅着౷計』より作成

（備考）૯務ল『શ国消費実態調査』より作成
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するのかをࣔしたグラフである。世帯当たり

の負࠴現在高は14年時点の水準にݻ定して

いる。少ࢠ高齢化をഎܠに、結ࠗ等で新たに

所帯を構え、新ډ取得やࢠ育て等の資金を必

要とする年齢層の人口が減少し、住宅ローン

や教育・マイΧーローンなどの新規ି出が低

する一方、ஂմの世代やஂմジュニア世代

などの人口のϘリューϜが大きい世代のロー

（15年ʹ100）
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図表27	　世帯ߏの変化に͏ݸਓି͚ग़金残高（世帯のෛࡏݱ࠴高૯ֹ）のকདྷ推ܭͱ
༩دのཁҼ別ݮ૿

（備考）1�．個人向けି出金残高ʹ世帯主年齢別の世帯数（2人以上世帯）̫ 世帯主年齢別世帯当たり負࠴現在高（2人以上世帯、
14年）ɹ உ女別年齢別単世帯数ʷஉ女別年齢別単世帯負࠴現在高（14年）とした。世帯当たり負࠴現在高は14
年を基準にݻ定している。
2�．各ಓݝのஉ女別年齢別単世帯負࠴現在高は、各ಓݝの2人以上世帯の1人当たり負࠴現在高に、શ国の
உ女別年齢別単世帯負࠴現在高を対応させて推計した。
3�．૯務ল『શ国消費実態調査』、国ཱ社会保ো・人口問研究所『日本の世帯数の将来推計（ಓݝ別推計）』等
より信金中央金庫�地域・中小企業研究所がࢉ出・作成
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ン返ࡁが進లしていくため、個人向けି出金

残高は減少していく可能性がある。30年に

は、15年と比た世帯構の変化によって、

ւಓ・੨ݝ・ळాݝ・ݝ・Վࢁ

などで個人向けି出金残ݝ߳・ݝ口ࢁ・ݝ

高に2割ఔ度のԡ下げѹ力がֻかるおそれが

ある。少ࢠ高齢化の進లが؇やかなԭೄݝは

現在の水準を維持しそうだが、ٶݝ・౦ژ

・ਆಸݝ・Ѫ知࣎・ݝլݝ・Ԭࠤ・ݝ

լݝなどのࢢ部やそのपล地域でも、1割

ఔ度のԡ下げѹ力が加わりそうである。

　世帯主年齢が高い世帯ほど多くの預金を保

有している一方、負࠴残高は高齢になるに

ैって返ࡁが進んで減少する。例え、ळా

では、30年に個人預金が15年に比て約ݝ

15％減少すると見込まれる一方、個人向け

ି出金は約22％減と預金の減少率を上回る

公ࢉが高く、高齢化による世帯の年齢構成の

変化は、金融機関の預ି率の引き下げに大き

く寄与するものと推ଌされる。

おわりに

　日本経ࡁは、人口減少と高齢化の進行をഎ

に、中期的に低成が見込まれることかܠ

ら、設備資等の資金ध要が低する公ࢉが

高い。政も将来世代に࠴務をできるだけ残

さないよう、ࡀ出制や国民負担の増加などに

よる国・地方のプライマリーバランスのࣈࠇ化

（2020年度まで）や࠴務残高（対(%1比）の安

定的な低下（21年度以降）などのࡒ政再ݐを

目指している。先行き、日本ࢢ場の成ख़化や世

帯構の高齢化、国・地公体等のࡒ政ࣈの

削減などをөして、国શ体における資金ध

要は低下し、預金ྔも増がಷ化していく可

能性がある。

　特に、人口や世帯の減少がஶしい地域では、

資金ध要の大෯な低下が見込まれる。地域金

融機関では、地銀は経営౷合などによる「規

の経ࡁ」を求することで生き残りをࡧ

するケースがࢄ見されるが、小規な金融機

関は、地域経ࡁの動向に合わせながら安定的

なऩӹの確保に努めるのと同時に、業態内や

他業種・研究機関等との連携強化を図るなど

して業務の効率化を推し進める必要性が高ま

ろう。また、新規の融資を۷りىこすために、

取引先に対して、ニーζの高い新しい高付加

Ձの品・サービスなどを生み出すアイデア

を発見して事業化を支援したり、域外における

ध要の取込みや優良入先・ޏ用の確保を

狙って*T（#UP$、#UP#、インターネットによ

る情報提供等）の活用やビジネスマッチング・

人ࡐマッチング等でൢച・調達チャネルの多

༷化を推進したりするなど、資金面でのサポー

トの他にى業ଅ進、新品・サービスのニーζ

の発۷や業務の効率化などの経営アドバイス

を含めた૯合的なサービスを提供する態の

構築が求められる。人口減少がݒ೦される地

域でも、有用性の高いアイデアの事業化やൢ

࿏拡大などがىരࡎとなって、地域経ࡁが活

性化する可能性はे分に考えられる。




